
南部町運送事業者等燃料価格高騰対策支援給付金交付要綱 

令和５年６月１６日 

訓令第１２号 

（趣旨） 

第 1 条 この訓令は、コロナ禍において燃料価格の高騰により、事業に影響を受けている運送事

業者等の経営安定化を図り、地域経済を支える重要な社会インフラを維持するため、運送事業

者等に対し、南部町運送事業者等燃料価格高騰対策支援給付金（以下「給付金」という。）を交

付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この訓令において運送事業者等とは、道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）第 2条第 2

項に規定する自動車運送事業を営む者（以下「事業者」という。）をいう。 

(給付金対象者) 

第３条 給付金の交付対象者は、次の各号に掲げる要件を全て満たす事業者とする。 
 (1)この訓令の施行の日において、自動車運送事業に係わる経営の許可を受けており、町内に事

業所を有していること。 

  (2)給付金の交付決定後も 1年以上町内で事業継続の意思があること。 

 (3)副業ではなく反復継続的に事業を営み、法人にあっては決算事業年度の法人税申告、個人事

業者にあっては令和 4年分の所得税の確定申告又は町民税の申告を行っていること。 

 (4)町税等を滞納していないこと。 

 (5)「南部町事業者エネルギー等価格高騰支援対策給付金」を受給していないこと。また、今後

も申請する見込みがないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は対象者としない。 

 (1)南部町暴力団排除条例（平成 24 年条例第 10号）第 2条第 2号に規定する暴力団員、同条第

３号に規定する暴力団員等及び当該暴力団員と密接な関係を有する事業者 

 (2)宗教上の組織又は団体 

 (3)政治団体 

 (4)その他町長が適当でないと認める者 

 (給付対象車両) 

第４条 給付対象となる車両は、次の各号の要件を全て満たす車両とする。 

 (1)自動車検査証に記載された使用の本拠の位置が南部町であること。 

 (2)事業用緑ナンバー若しくは黒ナンバー車であること。 

 (給付金の額) 

第５条 給付金の額は、次の表の左欄に掲げる区分の給付対象車両保有台数に、同表右欄に掲げ

る 1 台当たりの交付額を乗じて得た額の合計とする。ただし、1 事業者あたり 100 万円を上限

とし、交付は一度限りとする。 

種類 1 台当たりの交付額 

普通自動車 10 万円 

大型特殊自動車（牽引車と被牽引車は合わせて 1台と

し、片方のみは対象外とする） 

10 万円 

小型自動車（小型特殊自動車含む） 4 万円 

軽自動車 2 万円 

 (申請) 

第６条 給付金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、給付金申請書兼請求書

（様式第 1号）に、次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

 (1)第 3条第 1項に規定する事業許可証の写し 

 (2)対象車両の自動車検査証の写し 

 (3)対象車両の写真（全体及びナンバープレートがわかるもの） 



 (4)法人は直近の法人税申告及び法人事業概況説明書の写し、個人事業者は令和 4年分の所得税

の確定申告書及び青色申告の場合は所得税青色申告書決算書、白色申告の場合は収支内訳書

の写し 

 (5)町税の完納証明書 

 (6)振込口座のわかる通帳の写し 

(7)個人事業者は本人確認ができる書類の写し 

 (8)その他町長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請の受付は、令和５年９月３０日までとする。 

 (交付の決定等) 

第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、交付の適否を決

定し、給付金交付決定通知書（様式第 2 号）又は給付金不交付決定通知書（様式第 3 号）によ

り、申請者に通知するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により給付金の交付を決定したときは、申請者が指定した金融機関口座

への振り込みにより給付金を交付するものとする。 

 (交付決定の取り消し等) 

第８条 町長は、申請者が虚偽その他不正な手段により給付金の交付を受けたことが判明した場

合には、交付決定を取り消し、既に交付した給付金の全部又は一部を返還させることができる。 

 (その他) 

第９条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

1 この訓令は、公布の日から施行する。 

（失効） 

2 この訓令は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この訓令の失効前に支給

した給付金に係わる第 8条の規定については、この訓令の失効後も、なおその効力を有する。 

  



様式第1号(第6条関係) 

南部町長 様 
 

南部町運送事業者等燃料価格高騰対策支援給付金申請書兼請求書 

 

 南部町運送事業者等燃料価格高騰対策支援給付金の交付を受けたいので、下記の事項を確認・誓約・同意の

上、南部町運送事業者等燃料価格高騰対策支援給付金交付要綱第6条の規定により提出します。 

確認・誓約 

同意事項 

① 令和5年6月16日において、自動車運送事業法に基づく営業許可を受け、町内に事業所を有しています。 
② 給付金の交付決定後も1年以上町内で事業を継続します。 
③ 副業ではなく反復継続的に事業を営み、法人は法人税申告、個人事業者は令和４年分の所得税の確定申告を

行っています。 
④ 町税等の滞納はありません。 
⑤「南部町事業者エネルギー等価格高騰支援対策給付金」を受給していません。また、今後も受給する意思は

ありません。 
⑥ 給付対象車両は、自動車検査証の内容に使用の本拠の位置は「南部町」、自家用・事業用別は「事業用」と

記載され、緑ナンバー若しくは黒ナンバー車です。 
⑦ 南部町暴力団排除条例（平成24年条例第10号）第2条第2項に規定する暴力団員、同条第3号に規定する

暴力団員等及び当該暴力団員と密接な関係を有する事業者等に該当していません。 
⑧ 宗教上の組織又は団体及び政治団体ではありません。 
⑨ 申請内容に事実と異なることがあった場合は、給付金の全部又は一部を返金します。 
⑩ 南部町が関係機関に申請（請求）内容の確認等を行うことに同意します。 

 
  年  月  日 

1、申請者 

住所（本社） 
 

事業所所在地 
 

法人名または名称 
 

法人番号              

代表者                              印 

連絡先電話番号 
※書類の不備等があった場合、電話で確認することがありますので、日中連絡が取れる電話番号を記入してください。 

業種 

(○を付けてください) 

 1、旅客自動車運送事業 

 2、貨物自動車運送事業 

 3、貨物軽自動車運送事業 

振込先 

金融機関 銀行・金庫・組合・農協 

支  店 本店・支店・出張所 

種  別 普通 ・ 当座 

口座番号  

名  義  
 
2、申請金額（1事業者あたり上限1,000,000円） 

種類 1台当たりの交付額(A) 台数(B) 計(A)×(B) 

普通自動車 100,000円 台 円 

大型特殊自動車(牽引車と被牽引車は合わせ

て1台とし、片方のみは対象外とする) 
100,000円 台 円 

小型自動車(小型特殊自動車含む) 40,000円 台 円 

軽自動車 20,000円 台 円 

申請額（上限1,000,000円） 円 



3、申請車両一覧 

№ 自動車登録番号 車台番号 種別 

例 山梨 100 さ 1234 AAA11 － SAMPLE01 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

1         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

2     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

3         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

4     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

5         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

6     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

7         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

8     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

9         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

10     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

11         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

12     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

13         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

14     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

15         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

16     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

17         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

18     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

19         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

20     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

21         － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

22     － 
普通自動車・大型特殊自動車 
小型自動車・軽自動車 

4、添付書類 
  1、第3条第1項第1号に規定する営業許可証の写し 
  2、対象車両の自動車検査証の写し 
  3、対象車両の写真（全体及びナンバープレートがわかるもの） 
  4、法人は直近の法人税申告及び法人事業概況説明書の写し、個人事業者は令和 4 年分の所得税の確定申

告書及び青色申告の場合は所得税青色申告書決算書、白色申告の場合は収支内訳書の写し 
  5、町税の完納証明書 
  6、振込先のわかる通帳の写し 
  7、個人事業者は本人確認ができる書類の写し 
 

町確認欄 

受

付 

 交付の適否 町長 課長 係 

適・否 
   



様式第2号(第7条関係) 

 

第         号 

  年  月  日 

 

            様 

受付番号（     ） 

 

南部町長  

 

 

南部町運送事業者等燃料価格高騰対策支援給付金交付決定通知 

 

    年  月  日付けで申請兼請求のあった南部町運送事業者等燃料等価格高騰対策支援給付金につ

いては、次のとおり決定しましたので、南部町運送事業者等燃料等価格高騰対策支援給付金要綱第７条第１項

の規定により通知します。 

 

 

記 

 

 

１ 交付額                      円 

 

内訳 

種類 1台当たりの

交付額(A) 

台数 

(B) 

計 

(A)×(B) 

普通自動車 100,000円 台 円 

大型特殊自動車(牽引車と被牽引車は合

わせて1台とし、片方のみは対象外とする) 
100,000円 台 円 

小型自動車(小型特殊自動車含む) 40,000円 台 円 

軽自動車 20,000円 台 円 

合計（上限1,000,000円） 円 

 

 

 

      ２ 口座振込予定日         年   月   日 

  



様式第3号(第7条関係) 

 

第         号 

  年  月  日 

 

            様 

受付番号（     ） 

南部町長  

 

 

南部町運送事業者等燃料価格高騰対策支援給付金不交付決定通知 

 

    年  月  日付けで申請兼請求のあった南部町運送事業者等燃料価格高騰対策支援給付金につい

ては、下記の理由により不交付の決定をしましたので、南部町運送事業者等燃料価格高騰対策支援給付金要綱

第７条第１項の規定により通知します。 

 

 

記 

 

 

 

１ 不交付の理由 

 

 

 


